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研究成果の概要（和文）：本研究は、世界各地で展開されつつある多文化共生社会形成のための

多様な政策を巡って、2000 年代以降に生じた新たな議論の特質について、教育政策・福祉政策・

人権政策という具体的な３つの政策類型に即して、北米・西欧・東欧各国の事例を手がかりに

詳細な国際比較を行い、多文化共生社会の在り方に関する体系的・総合的な知見を獲得するこ

とを目指すものである。 

 

研究成果の概要（英文）：This project attempts to conduct a comprehensive research on the 
features of multicultural societies by engaging in a comparative case analysis on the policy 
processes of North-American, West European, and East European countries. It does so by 
focusing on the new issues regarding minority cultures and multicultural policies over the 
past decade in areas such as education, welfare, and human rights. 
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 直接経費 間接経費 合 計 
２００８年度 5,400,000 1,620,000 7,020,000 

２００９年度 4,500,000 1,350,000 5,850,000 

２０１０年度 4,400,000 1,320,000 5,720,000 

年度  

  年度  

総 計 14,300,000 4,290,000 18,590,000 

 
研究分野：政治哲学 
科研費の分科・細目：政治学・政治学 
キーワード：多文化主義、思想史、ロールズ、ナスバウム、共生社会、少子高齢化、キムリッ

カ、比較政治 
 
１．研究開始当初の背景 
本研究は、多文化共生社会形成のための運動や政策を

巡って近年生じつつあった、世界各国での重要な変化を
承けて開始されたものである。即ち、多文化共生への運
動自体は、北米の先鋭的先住民運動や旧東欧での民族紛
争等の影響から、1980年代以降一貫して重要な政治的イ
シューであり続けた。その中で、多文化共生に関係する
現実の政治的実践のレベルにおいては、2000 年代以降、
次第に多数派文化側の少数派への譲歩が開始されると
同時に、少数派の利益擁護に関連する政策論が中心的論
点となる、という新たな変化が生じつつあった。 
 
２．研究の目的 
そこで本研究では、2000年代以降多文化共生社会の政

策過程に生じた変化を、福祉政策、教育政策、人権政策
という3政策領域に則しつつ明らかにすることを目標と
した。より具体的には、本研究では、（１）政治哲学と
政治史学・憲法学の協働により、2000年代以降の多文化
共生論に関する先行研究を批判的に分析し、多文化共生
社会研究の総合的分析枠組みを構築すること、（２）こ
の分析枠組みを前提に、北米（アメリカ・カナダ）・西
欧（イギリス・ドイツ・ベルギー）・東欧（ロシア・バ
ルカン）各国の三政策領域における、近年の新たな変化
の具体的過程を解明すること、（３）こうした各国の近
年の変化を、各国の多文化共生論の歴史的特色と比較す
ると同時に、日本の多文化共生社会構築のための政策的
示唆を得ること、等を目標とした。 
 



３．研究の方法 
国内及び国外で以下の各作業を行った。 

（１）まず国内では、各人の個別活動として、各人の所
属先図書館や国会図書館等で文献収集・分析の作業を行
った。その際、幅広く各政策領域に関する先行研究の文
献を収集・分析することにより、多文化共生社会の政策
研究のための総合的分析枠組みを構築することを目指
した。（２）次に、国内でのメンバー相互の共同活動と
して、各年度可能な限り多くの全員参加研究会・一部メ
ンバーによる研究打ち合わせ会合を行った。ここでは、
各個人が行った先行研究分析知見の共有化、海外調査の
成果報告、論文草稿の相互批判、外部ゲストによる研究
報告等を行った。（３）更に、海外における作業として、
調査対象国に一定期間滞在し、各国の図書館・資料室等
において資料収集を行うと同時に、各国の研究者や政策
実務家などとの意見交換を行なった。（４）更に、日本
政治学会・国際政治学会、比較政治学会等をはじめとす
る国内外の学会で各メンバーが研究報告を行った。 
 
４．研究成果 
 本研究で得られた成果について、以下研究参加者毎に
詳述したい。 
(1)飯田文雄 
イギリスの3政策領域全体について分析すると同時に、

特に個別事例研究として、人権政策・福祉政策の領域に
関して、以下の知見を得た。イギリスにおける多文化主
義の伝統的な特色は、北米に見られる文化的少数派とし
ての先住民類型が不在であり、多文化共生政策の主たる
対象が移民類型に限定されてきた点にある。それ故に、
イギリスの多文化共生政策においては、北米の先鋭な先
住民運動を特徴付けていた、固有言語や保留地等の使用
を典型例とする強固な部分社会形成・独立要求とは対照
的に、主流派社会への同化政策が多文化政策の中心とな
ると同時に、少数派文化の擁護政策が、女性や子供等を
含めた政治的少数派一般の擁護政策の一部分として構
想される、という伝統的な特色が生じていた。 
そこで本研究では、こうしたイギリスの政治的少数派

一般に関する擁護政策の主たる推進者として名高いNPO
法人である、ルニー・ミード・トラストの存在に着目し、
その活動の変遷を辿ることで、近年のイギリスの政策変
化を詳しく分析した。その結果、①イギリスの多文化共
生政策の主たる関心は従来、女性や子供等を含めた政治
的少数派一般への差別廃止や最低限の人権確保を目指
す、人権政策の領域に置かれていた、②しかし近年、そ
の関心は、労働条件の改善や教育の充実等を通じて、移
民の積極的な社会的自律・社会参加を指向する、福祉・
教育政策の領域に移行しつつある、等の新たな知見が得
られた。その後本研究では、近年福祉政策の領域で注目
されつつある政策である、金融弱者としての移民に対し
て金融機関との取引を保障する、金融機関アクセス権の
問題に関して研究を継続中である。 
(2)網谷龍介 
ドイツの3 政策領域全体に関して分析すると同時に、

特に個別事例研究として、イスラム教徒を中心とする文
化的少数派の社会統合の問題について，ドイツとオース
トリアを歴史的・比較政治学的な方法で比較し、以下の
知見を得た．近年の比較政治学的研究においては，国

籍・市民権取得の容易度についての指標を作成し．その
相違や変化を説明しようとする研究が多く見られる．そ
してその難易度が，当該国家の開放性や文化的少数者へ
の配慮と同視されることも少なくない． 
しかし，文化的少数派の統合メカニズムに目を移すと，

上記の想定がやや短絡的であることが判明した．という
のも，文化的・言語的背景を共有する独墺二国の中で，
ドイツが国籍取得要件を緩和し，オーストリアが厳格化
しつつあるのに対し，学校での宗教教育については，後
者がむしろ進んでいるからである．この相違は，近代国
家形成の歴史的経緯に求められる．ドイツが「国民国家」
を目指して建国され，戦後も分断の克服の観点から国民
の一体性を強調してきたのに対し，オーストリアは第一
次大戦まで「（ハプスブルク）帝国」であり，その中で
ムスリム少数派統合の制度が構築されてきたのである． 
  ただし，両国の教育政策に注目すると，オーストリア
の統合政策を一面的に賞揚することはできない．すなわ
ち，イスラム教徒の地位の制度化により，オーストリア
在住ムスリムの一定の統合は進んでいるといえるもの
の，学校で実施されている宗教教育の内容などについて
は，保守的であり生徒のニーズにも沿っていないという
批判がある．これは，集団としてのムスリムの統合を進
める代償として，ムスリムの（保守的）リーダー層に相
対的なフリーハンドが与えられる面があるからである． 
(3)津田由美子 
ベルギーの3政策領域全体に関して分析すると同時に、

特に個別事例研究として、教育・福祉政策の最新論点で
ある、オランダ・フランス語系と異なる文化的背景をも
ち流入した人々 に対する最新の政策対応を分析し、以下
の知見を得た。EU加盟国である連邦国家においては、移
民政策は分野により複数のレベルに権限が分割されて
いる。文化・教育分野は、オランダ語系を管轄するフラ
ンデレン共同体とフランス語系を管轄するフランス語
共同体に委ねられる。二つの共同体はそれぞれ固有のア
プローチをとることが権限上可能であり、フランス語共
同体は、移民統合政策が政治課題となった1980 年代か
らほぼ一貫して、移民問題を文化の観点からでなく社会
経済的不平等の問題として対処している。主流文化と異
なる文化的背景をもつ住民に対しても、文化が異なるが
故の配慮は政策的にはなされていない。他方で、フラン
デレン共同体は、移民およびその子孫を主流文化の住民
と区分して、かれらの文化的背景を尊重した言語や文化
の修得を推進してきた。しかし1990 年代には、多文化
主義的政策はより同化主義にシフトし、地域言語である
オランダ語の修得を義務付けたうえでの社会的権利の
保障を前面に出すようになっている。この変化は、1999
年に多文化主義政策を推進していたキリスト教民主党
が野党になり、代わって自由主義政党が与党の中核を占
めたこと、反移民の立場をとる政治勢力が急伸し、言語
を核としたフランデレン民族意識が強まったことによ
ると考えられる。オランダ語系が統合政策に関して重視
してきた、出身国別に結成された移民諸団体のネットワ
ークが、政策上の変化にどのように対応していくかは注
目されるところである。 
(4)辻康夫 
カナダの3 政策領域全体に関して分析すると同時に、
特に個別事例研究として、カナダの少数派分科集団を類



型化した分析を行い、以下の知見を得た。カナダにおい
ては、多文化共生政策の対象となりうる集団として、フ
ランス語系カナダ人（ケベック州）、移民集団、先住民
が存在する。第一に、福祉政策について。カナダの移民
政策は、職業能力・言語能力によって選抜された経済移
民が、難民や家族移民に比して比率が高い点がヨーロッ
パ諸国と異なる。このため移民の経済的自立促進は移民
政策に組み込まれてきたが、1990年代以来の新自由主義
的な社会・経済政策はこうした傾向を一層強めた。他方
で、新来の移民については、格差の拡大や統合の遅れが
懸念され、こうした政策の是非が議論されるに至ってい
る。先住民については、伝統的社会構造の破壊の結果、
失業や貧困が深刻な問題であり、福祉への依存からの脱
却が急務である。新自由主義的な福祉の縮減が問題を解
決しないことも認識されており、コミュニティの包括的
な再生が不可欠とされつつも、福祉政策の全般的な後退
のなかで政策が停滞している。第二に、教育政策につい
て。フランス語系住民に関しては、ケベック州の教育上
の自治権が確立してフランス語文化衰退の危険は回避
され、相対的な安定の状態にある。先住民については、
教育の権限のコミュニティへの委譲が持続的に進展し
ているが、これを経済的自立に結びつける施策は未だ不
十分といえる。移民については、教育機関と宗教の関係
をめぐって、とくにムスリムの主張が顕在化するにつれ
て、従来の制度の見直しが焦点になっている。公的制度
の厳格な中立性を維持するのか、を緩和するのかをめぐ
る理論的・政治的対立は依然として大きい。この問題は、
第三の人権政策にも連動している。少数派文化の尊重と
内部の弱者の人権保障の両立の問題は、先住民について
は自治の拡大ととともに、重要性を増している。また移
民集団についても、とくにムスリム・コミュニティにお
ける女性の処遇が問題視され、これが多文共生政策の是
非を左右する重要な問題になるに至っている。 
(5)早川誠 
アメリカの3政策領域全体に関して分析すると同時に、

特に個別事例研究として、アメリカの人権・教育政策の
領域に関して、以下の知見を得た。アメリカにおいては、
とりわけ人権および教育政策面で、多文化主義政策の進
展が見られた。2000年以降、特に熟議民主主義論が活発
に論じられることになったこととも関連し、内部少数派
問題など少数派間の利害調整が必要とされる困難なケ
ースについて、特殊な権利の付与など一義的な政策対応
をおこなうのではなく、当事者間の熟議を中心とした合
意形成と政策決定をおこなう試みが模索されている。多
文化主義政策は前提として受け入れられているものの、
その前提の枠内でも紛争が生じることが明らかになっ
てきたため、単なる権利の類型化や拡充では問題解決が
不可能になっており、本研究においては、その点につい
て重点的な考察をおこなった。また、教育政策において
も、たとえばアファーマティブ・アクションの位置づけ
について様々 な考え方が生じてきているように、多文化
主義を前提とする中での対立が見られる。大学あるいは
大学院入試でのアファーマティブ・アクションの事案に
関する判例に見られるように、教育の場における多様性
の確保という意味での多文化主義は、問題なく受け入れ
られている場合が多い。教育カリキュラムにおける文化
的多様性の確保や、多言語教育・母語教育への補助など

が既定の政策となってきていることも、その証左である。
他方で、その多文化主義が他の集団の不利益になること
や、そうした不利益が永続化することについては懸念が
表明されており、権利論におけるのと同様に、多文化主
義を主張する集団間での利害や政策の調整が必要にな
ってきている。こうした観点から、多文化主義政策を実
現していく際の民主主義の動態的なプロセスが研究の
中心となった。 
（6）淺野博宣 
アメリカの3政策領域全体に関して分析すると同時に、

特に個別事例研究として、アメリカの人権政策の領域に
関して、以下の知見を得た。アメリカ合衆国の域内に存
在するネイティブ・アメリカンの諸部族は「主権」をも
つ。しかし、その「主権」は連邦議会による強い制約に
服するものである。ただ、連邦議会による主権の制約は
インディアンに対する人権侵害・文化侵害の基盤であっ
たとともに、他方で、州による部族主権の侵害は連邦法
律がなければ許されないということも意味していた。本
研究分担者は、このような法制度の近時の状況について
検討し、近時は、連邦裁判所が部族と州との間の権限争
いについて積極的な役割を果たそうとしているという
知見を得た。このことは、一方では、個別的な事件ごと
に具体的に妥当な結論が導かれることが期待されるが、
しかし、他方では、部族主権に対して解釈原理がもって
いた原則的な担保が揺らいでいるとも評価できる。ただ、
複雑であるのは、部族主権の尊重は必ずしも人権の尊重
とは一致しないということである。著名な判決である
Santa Clara Pueblo v. Martinez, 436 U.S. 49 (1978)
に明らかであるように、部族政府は合衆国から区別され
た主権主体であるから人権規定などの合衆国憲法の規
定は適用されない。したがって、部族主権を認めること
は、部族政府による人権侵害について連邦裁判所・州裁
判所による救済を制限することとなる（ただし、部族裁
判所がある）。本研究分担者は、このような複雑な問題
状況について、Philip P. FrickeyやSarah Songなどの
研究に即して検討した。また、同時に、このような問題
状況の背景を分析するために、コミュニタリアニズムな
どの政治思想や、法実証主義などの法理論に関して研究
を行った。 
(7)月村太郎 
 バルカンの3政策領域全体に関して分析すると同時に、
特に個別事例研究として、バルカンの人権政策の領域に
関して、以下の知見を得た。 
①バルカンのような多民族地域においては民族的少数
派の人権の保護が重要である。特に「９・１１事件」後
のイラクへの攻撃を巡る議論以来、国際政治におけるキ
ーワードとして「民主化」（更に言えばその「輸出」「移
植」）に焦点が当たり続けている現在、民族的少数派の
人権を如何に保護するかという問題は、避けては通れな
くなっている。 
②民主制の下だからといって、民族的少数派の人権保護
が自動的に制度化されることはあり得ない。むしろ多数
決主義に過度に囚われた浅薄な議論が陥る危険性があ
る帰結のひとつは、民族的少数派の人権を恒常的に侵害
し得るシステムの確立である。となれば、民主化の過程
を移行と定着に大きく分けた上で、民族的少数派の人権
保護という政治文化の定着に注目せざるを得ない。 



③多民族地域において民族的少数派の人権を保護する
際に留意すべきは、民族的少数派を構成する各人の物理
的存在のみならず、当該民族的少数派が集団として存在
し得るアイデンティティについても尊重しなくてはな
らないという点である。即ち、多民族（多文化）主義の
問題であり、換言すれば民族的同化に関わる問題である。 
④民族的少数派を民族的同化の脅威から保護するシス
テムとして、代表的なものは連邦制、多極共存制、文化
的自治である。このうちA）連邦制は当該国家を構成す
る領域を幾つかの単位に分けて、その単位に権限を移譲
するというものである。B)多極共存制は各民族を政治的
に組織化し、各民族政治組織間の交渉と妥協を通じて民
族的少数派の保護、それによる政治的安定性を確保する
というものである。C)文化的自治は日常の業務を文化的
業務とその他に分けて、後者については全国大の民族組
織に委ねるというものである。D）しかしながら、バル
カンの事例研究からは、以上の3つのシステムのどれも
民族的少数派の人権を自動的に保障する訳ではないこ
とが新たな知見として得られた。 
⑤更に、本研究のバルカン事例研究からは、多民族地域
における少数派の人権保障に関しては、それに留意した
システムを確立することだけに留まらず、少数派の人権
を尊重する政治、そのためのリーダーの育成、更にその
ための国民一般への啓蒙・教育こそがより重要である、
という新たな知見が得られた。 
(8)渋谷謙次郎 
旧ソ連・ロシアの3政策領域全体に関して分析すると

同時に、特に個別事例研究として、旧ソ連・ロシアの教
育・人権政策の領域に関して、以下の知見を得た。ソ連
は、しばしば「多民族帝国」と称されるように、フラン
スのような国民の言語的な同化・統合モデルと異なり、
各民族の自決権というイデオロギーを介在させた民族
的自治領土体や母語教育の制度を持ち合わせていた。む
ろん実際にはロシア人やロシア語の優越性が目立って
いたが、そうしたソ連版「多文化主義」の諸制度は、単
なる建前に終始したのではなく、むしろそれがソ連末期
に「機能」することによって、ソ連の解体やその後の新
興独立国の遠心化を招くという背理を有していた。ソ連
亡き後のロシア連邦も、その連邦構造からすると「ミ
ニ・ソ連的」な多民族帝国の残滓を引きずっており、1990
年代にはやはり民族自決権に端を発する国家の遠心化
やエスノナショナリズムが深刻化した。そこで、ロシア
では、新たな国民統合理念として、ソ連時代の民族自決
権のイデオロギーとは異なった多文化主義的統合理念
が、ひとつの有力な考え方として民族政策の専門家等か
ら提起されてきた。それは民族を単位にする発想よりも、
むしろ個人を単位にした発想であり、人権と民族的アイ
デンティティの追求の自由をいかに調和させるかとい
う、理論および実践上の施行錯誤である。例えば民族的
文化自治団体法は、任意の民族にアイデンティファイす
る個人の自発加入にもとづく言語や文化の権利を保障
するものであり、ソ連時代は公認されておらず、領土的
自決に代わり得る制度でもある。このように、新たな民
族関係立法や法制度が全体としては「リベラルな多文化
主義」に親和的である一方、二次にわたるチェチェン戦
争やテロ事件に端を発する民族的排外主義が、「カフカ
ース」系住民や移民に対する基本的人権の侵害を助長す

るなど、現状では多文化主義的な国民統合の理念と社会
状況とが著しい齟齬をきたし、これを改めるには地域間
格差の是正や人権政策面での改善が必要であるとの知
見を得た。 
(9)浪岡新太郎 
フランスの3政策領域全体に関して分析すると同時に、

特に個別事例研究として、フランスの教育・人権政策の
領域に関して、以下の知見を得た。フランスについては，
旧植民地であるマグレブ諸国（アルジェリア、チュニジ
ア、モロッコ）からの移民出身者の社会統合の問題につ
いて政治社会学の観点から検討した。フランスはその社
会統合政策において「共和国モデル」としてのアプロー
チを取っていると主張している。このアプローチは、移
民出身者のかかえる問題を、そのエスニックな特殊性に
注目するのではなく、所得や学歴、さらには国籍など普
遍的な観点から解決しようとする。特定のエスニックな
属性に注目したアプローチは、特定のエスニック集団を
特別扱いすることで、市民の中の一部集団を特別視する
ことに、さらには特別扱いされる彼らに対する市民の多
くからの反感を招くと考えられたのである。そして、こ
の「共和国モデル」は、近年の特定のエスニック集団に
固有の統合政策を打ち出してきたドイツやオランダ、さ
らには英国の主要政治家たちが統合の失敗を言明する
中で、その優位性をフランス政府によって主張されるよ
うになっている。 
しかしながら、この「共和国モデル」はエスニックな

属性を認知しないために、移民出身者に対する人種主義
に対抗することが出来ないばかりか、現実の差別を十分
認知できないために、この人種主義を促す傾向すらある。
さらに、フランスの統合政策自体がマジョリティ集団に
有利に機能していることを不可視化してしまう。また、
移民出身者の側から登場しているエスニックな属性に
基づいた人権、教育、福祉分野における市民活動を行政
との協働関係に取り組むというよりは、むしろ非正当化
してしまう傾向がある。 
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